
団体名 北九州市

１　一般会計及び特別会計の財政状況（主として普通会計に係るもの） （百万円）

歳入 歳出 形式収支 実質収支 地方債現在高 他会計からの繰入金

一般会計 524,806 519,633 5,173 1,112 882,593 25

土地区画整理特別会計 2,634 1,269 1,365 1,365 6,611 1,079

土地区画整理事業清算特別会計 26 14 12 12 - -

公債償還特別会計 140,646 140,646 0 0 - 98,501

住宅新築資金等貸付特別会計 659 276 383 383 914 0

土地取得特別会計 803 803 0 0 2,326 11

母子寡婦福祉資金特別会計 848 474 374 374 3,244 56

介護保険特別会計 19 19 0 0 - 8

老人保健医療特別会計 41 41 0 0 - 21

学術研究都市
土地区画整理特別会計

952 783 169 50 638 389

臨海部産業用地貸付特別会計 3,321 3,321 0 0 - -

普通会計 526,149 518,673 7,476 876 849,874 -

２　１以外の特別会計の財政状況（公営事業会計に係るもの） （百万円）

総収益　　（歳入） 総費用　　（歳出）
純損

（形式収支）
不良債務
（実質収支）

地方債現在高 他会計からの繰入金

上水道事業会計 19,249 17,614 1,635 - 67,355 548

工業用水道事業会計 2,085 1,689 396 - 5,101 1,225

交通事業会計 2,503 2,518 △15 - 346 386

病院事業会計 24,222 25,161 △939 - 27,178 4,479

下水道事業会計(公共下水道） 25,762 24,823 939 - 199,105 9,993

下水道事業会計(特定環境保全） 230 695 △465 - 16,586 145

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
 641  633  72  72 870 445

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
 5  12  28  28 - -

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
 519  519  0  0 - 43

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
 985  1,074  50  50 1,218 262

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
 357  360  138  138 239 279

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
 176  194  49  49 - 37

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
 4,327  4,324  1,811  1,811 29,300 -

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
 6,965  3,645  0  0 65,843 -

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
 702  701  52  52 4,354 395

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
 1,077  367  1,689  1,689 4,064 -

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
 2,085  2,117  1,015  1,014 2,560 -

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
 22  27  49  49 210 18

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
 581  143  440  440 640 -

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

 1,775  1,775  0  0 5,906 -

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
105,559 103,626 1,933 1,933 - 15,544

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
92,699 91,490 1,209 1,209 28,683 -

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
117,790 117,789 1 1 - 9,086

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
61,430 60,951 479 479 2,197 9,113

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。

　　　　　２．不良債務が～百万円となるときは、「△～」と表記している。

学術研究都市
土地区画整理特別会計

介護保険特別会計

国民健康保険特別会計

競輪、競艇特別会計

老人保健医療特別会計

漁業集落排水特別会計

空港関連用地特別会計

港湾整備特別会計(埋立)

産業用地整備特別会計

駐車場特別会計

廃棄物発電特別会計

基金から5,864百万円繰入

介護保険特別会計のうち、介護サービス
適正実施指導事業等を普通会計に分析
している。

老人保健医療特別会計のうち、老人医療
適正化対策事業分を普通会計に分析し
ている。

食肉センター特別会計

※簡易水道特別会計

介護サービス事業
（指定介護老人福祉施設）

※会計規模が小さいため、千円単位で表
記している。

直営の指定介護老人福祉施設に関する
事業分を計上している。

中央卸売市場特別会計

港湾整備特別会計(機能)

渡船特別会計

国民宿舎特別会計

学術研究都市土地区画整理特別会計の
うち、公共施設（街路等）の整備に関する
事業分を普通会計に分析している。

法適用企業

法適用企業

法適用企業

法適用企業

財政状況等一覧表（１７年度）

備考

法適用企業

法適用企業

基金から3,791百万円繰入

備考

基金から3,687百万円繰入

学術研究都市土地区画整理特別会計の
うち、宅地造成に関する事業分を計上し
ている。



３　関係する一部事務組合等の財政状況 （百万円　，　％）

歳入　　　（総収益） 歳出　　　（総費用）
形式収支
　（純損益）

実質収支
（不良債務）

地方債現在高
当該団体の　負担割

合

※直方市・北九州市岡森用水組合 44,942 44,732 210 210 - 42

４　第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 （百万円）

経常損益（千円）
資本又は　正味財
産（千円）

当該団体からの出
資金（千円）

当該団体からの補
助金（千円）

当該団体からの貸
付金　（千円）

当該団体からの債務
保証に係る債務残高

備考

北九州市土地開発公社 △18,592 6,292,169 30,000 ‐ 3,846,244 40,000

北九州市道路公社 △ 13,452 16,548 30,000 ‐ ‐ 7,724

北九州市住宅供給公社 559,527 1,205,685 10,140 23,876 4,615,975 ‐

福岡北九州高速道路公社 25,744,267 200,248,968 26,174,300 ‐ 39,931,562 628,687

北九州市立大学 389,231 16,464,744 16,636,700 2,528,000 ‐ ‐

（財）北九州産業学術推進機構 △ 77,897 2,254,808 800,000 1,130,269 ‐ ‐

（財）北九州国際交流協会 △ 2,905 367,552 300,000 73,116 ‐ ‐

（財）北九州市都市整備公社 19,765 641,118 200,000 ‐ ‐ ‐

（財）北九州市学校給食協会 0 5,300 5,000 45,636 ‐ ‐

（財）北九州市芸術文化振興財団 △ 8,967 24,197 5,000 121,964 ‐ ‐

（財）北九州勤労総合福祉センター 3,459 70,460 2,000 7,310 ‐ ‐

（財）北九州都市協会 △ 11,956 56,832 2,000 108,928 ‐ ‐

（財）北九州市中小企業共済センター 15,339 76,778 2,000 4,500 ‐ ‐

（財）アジア女性交流・研究フォーラム 1,163 336,978 300,000 94,407 ‐ ‐

（財）国際東アジア研究センター △ 12,522 983,531 760,352 256,880 ‐ ‐

（財）西日本産業貿易コンベンション協会 840,103 3,103,174 1,750,000 2,000 ‐ ‐

（財）九州ヒューマンメディア創造センター △ 55,845 1,762,872 100,000 174,746 ‐ ‐

（財）北九州勤労青少年福祉公社 3,279 23,141 5,100 70,608 ‐ ‐

（財）北九州国際技術協力協会 △ 8,002 564,944 210,000 40,237 ‐ ‐

（財）北九州市環境整備協会 6,389 908,908 3,000 ‐ ‐ ‐

北九州高速鉄道（株） 310,216 12,387,786 3,000,000 ‐ 1,300,000 ‐

帆柱ケーブル（株） △ 23,385 86,478 1,683,000 ‐ 107,097 ‐

北九州埠頭（株） 20,307 203,474 5,120 ‐ ‐ ‐

日明コンテナ埠頭（株） 41,506 71,286 45,900 ‐ ‐ ‐

ひびき灘開発（株） 2,307,394 2,403,194 670,000 ‐ ‐ ‐

北九州貨物鉄道施設保有（株） 4,108 373,082 196,000 ‐ ‐ ‐

北九州エアターミナル（株） △ 105,853 3,340,961 1,000,000 ‐ 389,000 ‐

（株）北九州輸入促進センター 104,833 4,204,289 1,866,700 ‐ ‐ ‐

（株）北九州テクノセンター 8,458 1,779,647 610,000 ‐ ‐ ‐

（財）福岡県暴力追放推進センター 68,562 1,723,147 78,000 1,250 ‐ ‐

（社）ふくおか園芸農業振興協会 △ 8,105 751,160 10 1,287 ‐ ‐

（財）福岡県中高年齢者雇用促進協会 209 22,490 500 2,300 ‐ ‐

（財）福岡県高
齢者・障害者雇
用支援協会に
平成18年4月1
日に名称変更

（財）福岡県中小企業振興センター △ 22,713 3,457,747 100,000 2,430 ‐ ‐

（財）福岡県豊前海漁業振興基金 39,619 2,228,943 570,000 4,100 ‐ ‐

北九州紫川開発（株） 68,808 6,292,140 1,526,400 ‐ 1,800,000 ‐

ひびきコンテナターミナル（株） △ 777,779 136,844 100,000 211,020 3,057,298 ‐

　（注）　損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を記入している。

　（注）　実質公債費比率は、平成１８年度の起債協議等手続きにおいて用いる平成１５年度から平成１７年度の３カ年平均である。
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